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論 説
環境行政訴訟の原告適格再論
──2004年行訴法改正は不十分である──
椎 名 愼 太 郎
 はじめに
2004年行政事件訴訟法（行訴法）改正は条項に解釈規定を新設して原告
適格の拡大を図った。これは確かに一定の効果をもっており、小田急判決（最
判平成17年12月日）は従前の判例を変更して、都市計画事業地周辺住民であ
って事業地内の土地に私法上の具体的権利を有しない者にも原告適格を承認し
た。この延長上で鞆の浦判決（広島地判平成21年10月日）は福山市鞆町に居
住する者は鞆の浦の景観を大きく損なう公有水面埋立免許について差止めを求
める原告適格を有するとした。
しかし、この二つの判例の論理は決して整合的ではなく、拡大の方向性につ
いては筆者もひとまず評価するが、その論理は必ずしも説得的ではない。何よ
りも、「法律上保護された利益」という枠組を維持したまま、処分根拠法令な
いし関係法令に関する解釈操作で原告適格を有する者の範囲を枠付けし、その
枠で線引き可能な範囲で原告適格の拡大を図るのは、なんらかの偶然性に依存
するところが少なくない。というのは、生命や健康という、人格権の核心部分
については、この枠組でも原告適格が肯定されるであろうが、環境行政訴訟で
争われる問題の中には、社会的には重要だが、こうした核心部分にはふれない
ものが少なからずある。そうすると、たまたま処分根拠法令ないし関係法令に
うまく当該利益を保護する趣旨を読み取れる場合は原告適格の関門を越えられ
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るが、そうでなければ、本案に入れないで終ることにならざるをえない。
場外車券発売施設設置許可取消訴訟で周辺住民の原告適格を否認した最判平
成21年10月15日判決は、この改正がそれほど画期的に原告適格の範囲を広げて
いない現実を明らかにした。現在の主観訴訟という枠組を維持するのであれ
ば、「裁判上保護に値する利益」にまで対象を広げなければ、抗告訴訟におい
て処分の違法性を本案として争うことができる者の範囲が劇的に拡大すること
はないであろう。あるいは、日弁連が提唱する団体訴訟を環境・文化財・消費
者の分野に導入すること
(１)
も考慮すべきであろう。しかし、いずれも壁を越える
には相当の時日を要するのではないだろうか。はたして、これに代わる方法は
ないのであろうか。
本稿は以上のような問題意識から、2005年に発表した拙稿「環境行政訴訟に
おける原告適格論の再検討
(２)
」で感じていたいささかの疑問を、改正行訴法下で
形成された判例群を参照しつつ、改めて検討してみるものである。
なお、文中の敬称は一切略させていただく。
 原告適格を拡大したとされる判例─小田急と鞆の浦
⑴ 小田急原告適格判決の分析と問題指摘
Ａ 小田急判決の分析
小田急判決の事実関係は周知のこととして省略する
(３)
。この事件では、都市計
画法59条を直接の根拠法とする都市計画事業認可が争われたのであるが、同法
61条に見るように都市計画事業の前提となる都市計画への適合性が求められて
おり、都市計画決定そのものはこれまでの判例政策で処分性がないものとし
て、争えないことになっている。このことから、この判決でも専ら都市計画決
定の要件規定及び手続規定を問題としている。すなわち、都市計画法条、
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() 第24回司法シンポジウム提言─2010年月11日。
() 山梨学院大学『法学論集』54号。
() 『行政判例百選』版176事件ほか参照。
条、13条項柱書き、16条、17条である。そして、同法13条柱書きで言及され
ている公害防止計画から次のようにいう。
「公害防止計画に関するこれらの規定は、相当範囲にわたる騒音、振動等に
より健康又は生活環境に係る著しい被害が発生するおそれのある地域につい
て、その発生を防止するために総合的な施策を講ずることを趣旨及び目的とす
るものと解される。そして、都市計画法13条項柱書きが、都市計画は公害防
止計画に適合していなければならない旨を規定していることからすれば、都市
計画の決定又は変更に当たっては、上記のような公害防止計画に関する公害対
策基本法の規定の趣旨及び目的を踏まえて行われることが求められているもの
というべきである」。そして、東京都環境影響評価条例が定められていること
を指摘した後、この条例の「これらの規定は、都市計画の決定又は変更に際
し、環境影響評価等の手続を通じて公害防止に適正な配慮が図られるようにす
ることも、その趣旨及び目的とするものということができる」。これらの規定
を参酌すると、「都市計画事業の認可に関する同法の規定は、事業に伴う騒音、
振動等によって、事業地の周辺地域に居住する住民の健康又は生活環境の被害
が発生することを防止し、もって健康で文化的な都市生活を確保し、良好な生
活環境を保全することも、その趣旨及び目的とするものと解される」とする。
次に、これらの利益が個別的利益性であることについては、都市計画法に違
反して都市計画決定ないし都市計画事業認可がなされた場合、これによる被害
を直接的に受けるのは、事業地周辺に居住する住民に限られ、「その被害の程
度は、居住地が事業地に接近するにつれて増大するものと考えられる」とし、
上記の都市計画法の趣旨・目的からすると、「前記のような被害の内容、性質、
程度に照らせば、この具体的利益は、一般的公益の中に吸収解消させることが
困難なものといわざるをえない」という。そして、東京都環境影響評価条例に
基づく影響評価の対象地域居住者に原告適格を認める論理は次のように述べら
れている。
「（上告人の）住所地と本件鉄道事業の事業地との距離関係などに加えて、
環境行政訴訟の原告適格再論
3
本件条例条号の規定する関係地域が、対象事業を実施しようとする地域及
びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれがあ
る地域として被上告参加人が定めるものであることを考慮すれば、上記の上告
人らについては、本件鉄道事業が実施されることにより騒音、振動等により健
康又は生活環境に係る著しい被害を直接に受けるおそれのある者に当たると認
められるから、本件鉄道事業認可の取消しを求める原告適格を有するものと解
するのが相当である」。
論理構成の枠組からすると、行訴法条項について従来採用されてきた
「法律上保護された利益論」、公益と個別的利益という分け方、「法律上の利
益」を処分根拠法規に限定する解釈などは変更されなかった。「最高裁が、平
成16年の法改正は取消訴訟の原告適格に関する従来の判例の一般理論の変更を
迫るものではないと解したことを意味する」という宇賀克也の見解は基本的に
正しいと思う
(４)
。
Ｂ 小田急判決に関する問題指摘
この判決が、平成11年11月25日判決で示された原告適格論（事業地内の不動
産に権利を持つもののみに原告適格を肯定）を否定し、事業地に権利がない者
も含めて一定範囲の住民に原告適格を認めたことは、ある意味では画期的であ
る。鉄道建設は線的に相当長距離に及ぶものであり、その周辺住民は、環境影
響評価がなされた範囲という区切り方をしたとしても相当数に及ぶ。ただ、こ
こで用いられた東京都環境影響評価条例に基づく影響評価対象区域という枠組
には違和感がある。
電車が地上を走行している場合と比較して、高架化された場合に騒音、振動
等の影響が周辺に拡大することは間違いないであろう。そして、一般論とし
て、事業地、つまり線路に近ければそれだけ影響が大きいことは判決の指摘す
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() 宇賀克也「判例評釈」判例評論574号（2006年）173頁。
る通りである。ただし、この場合に原告適格を認めるべき範囲をどのように画
するか、都市計画法やその関連法規である公害対策基本法にはもちろん、判決
が直接に都市計画の適合性を求めた公害防止計画にも具体的範囲を示す手掛か
りはない。そこで多くの評者は、これを東京都環境影響評価条例に求めたのだ
と考えている。
この点については、次に引く石崎誠也の解説のように、比較的素直に受け取
る考え方もある。石崎も、東京都環境影響評価条例が「突然取り上げられてい
るという印象も否めない」としつつ、「しかし、翻って考えてみると、環境に
重大な影響を与える都市計画の決定又は変更にあたり、環境影響評価が行われ
ていれば、その結果を考慮することはむしろ当然のことである」という。そし
て、「本判決は、都市計画の決定又は変更にあっては、東京都知事が環境影響
評価条例の結果を踏まえて行うことが都市計画上も求められているものと考え
ていたと考えられる」と結論している
(５)
。
これに対して、東京都環境影響評価条例への言及が原告適格を画定するある
種の簡易な方法であることを示唆するのが宇賀克也である。「原告適格を有す
る者の範囲を具体的にいかに画するかについて、本件大法廷判決は東京都環境
影響評価条例の関係地域に居住しているか否かを重視している。すなわち、同
条例の関係地域が、対象事業を実施しようとする地域およびその周辺地域で当
該対象事業の実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある地域として東京都
知事が定めるものであることを考慮して、関係地域内に居住する者に原告適格
を肯定しているのである。これは、原告適格という訴訟要件の審理に多大な時
間をかけるのは適切ではなく、また、この種の集団訴訟の場合、一部でも原告
適格を認められる者がいれば、本案審理に入ることができ、取消判決が出れ
ば、その拘束力により、実際上は原告適格を否定された者も利益を享受するこ
とができるので、東京都知事の『専門家鑑定』を重視して、迅速に原告適格の
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() 石崎誠也「判例評釈」法政理論39巻号（2007年）702〜703頁。
範囲を画定することが望ましいと考えられたからと推測される
(６)
」。
宇賀はこの前提として、平成11年判決に明らかな矛盾があり、これを変更す
る必然性があったことを指摘している。すなわち、この平成11年判決は、都市
計画事業地内において権利制限等が行われることを理由として、事業地内の不
動産に権利を有する者に、この事業認可を争う原告適格を認めたのであるが、
「地権者の場合、権利の対価のみならず移転に要する費用についても補償を受
けて騒音の影響を受けない地域に移転することが可能であるのに対して、事業
地内の不動産に権利を有せず、事業に伴う騒音等の被害を受ける者について
は、一般には移転費用も補償されず、事業損失の事前賠償も行われず、もっと
も深刻な被害を被ることが多い」のだと宇賀はいう
(７)
。これは、確かに放置でき
ない矛盾である。
北村喜宣は、この判例における東京都環境影響評価条例の位置づけについて
はっきりと疑問を示している。これが環境影響評価法であれば、横断条項（同
法33条）で、明確な法的連携がされているから、「関係法令」と言えるが、条
例により行われるアセス対象は自治体の事務に限られる。「取消訴訟の対象と
なったのは、建設大臣の処分である。形式的にみるかぎり、都条例にもとづく
環境アセスメントの対象となったとしても、その結果が建設大臣の裁量判断に
あたって、法的に影響を受けることはない」とし、これが「関係法令」とされ
た「理由は不明」としている
(８)
。
筆者もこの点は同感で、結局のところ、裁判官としては具体的範囲を画する
なんらかの手掛かりが必要であるからして、原告らの主張にあった東京都環境
影響評価条例を引き合いに出したのだと考えている。その場合、宇賀は神橋一
彦の言葉を借りて「東京都知事の専門家鑑定」と表現しているが、むしろ筆者
は、本件都市計画事業が国と東京都との共同事業であったことを考えると、事
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(	) 宇賀・前掲177頁。
() 同・176頁。
(
) 北村喜宣『自治力の達人』慈学社（2008年）104〜頁。
業当事者である東京都が環境影響評価を行ったということは、この事業により
環境に影響が及びうることを「自白」したことになり、それが範囲画定に援用
されたのではないかと考えている。
しかし、小田急判決が東京都環境影響評価条例を関係法令とし、これを根拠
に原告適格を認めたことについて小澤道一は次のように矛盾を指摘している。
「『法律上保護された利益説』からするならば、……許可処分が処分要件を充
たしている場合に生じる不利益を考慮する必要はない」にも関わらず、「例え
ば、小田急判決の場合、都市計画事業に係る周辺住民の原告適格について一般
的な法解釈を示す判決理由の記述においては、正にそのとおりであるが（適法
処分である場合に生じる不利益を考慮する必要はないこと）、この法解釈を係
争事案に当てはめる記述においては、東京都環境影響評価条例に基づく『関係
地域』（事業者が対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対
象事業の実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれのある地域）が原告適格の判
定基準として用いられており、この『関係地域』は、対象事業の前提となる都
市計画事業認可の適法・違法を問うものではない。むしろ、この『関係地域』
は、通常は、適法な認可を前提とした列車の運行を想定した上で指定されると
考えるのが素直であろう。そうであるとすると、法解釈の一般論を述べる部分
では、違法処分に係る不利益のみを考慮するとしながら、法解釈を当てはめる
部分では、適法処分の場合の不利益をも考慮する、ということになっているの
である
(９)
。」
ただし、こうした論理矛盾の指摘について、次のような読み方があることも
事実である。これは行政訴訟に経験が深い斉藤驍弁護士が園部逸夫元最高裁判
事との対談で述べていることで「小田急大法廷判決は法律上の利益説を形の上
では残しながら、換骨奪胎した側面が明らかである」という
(10)
。つまり法律上の
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() 小澤道一「取消訴訟における周辺住民の原告適格（）─小田急最高裁大法廷判決以
後における下級審判決の動向と解釈上の問題」判例時報2040号（2009）年頁。
(10) 法律時報83巻号（2011年月）54〜55頁。
利益説を形の上ではとっていても、中身としては、小田急の沿線住民相当数に
原告適格がありうる判断を示しているのであるから、実質において大きな転換
をしているのだというのである。しかし、これが本当であれば後に検討する第
一小法廷の車券場判決（平成21年10月15日）が出てくるはずはないので、必ず
しも正鵠を射ているとはいえないのではないか。もっとも、同じ対談で、斉藤
弁護士は、車券場判決は小田急大法廷判決に対する「判例違反」だといってい
るのだが
(11)
。
もちろん、筆者としても小田急最高裁判決の積極的部分を活用し、学界や実
務家が原告適格を広げる解釈を推し進めていくことには異議はないのである
が。
⑵ 鞆の浦判決の分析と問題指摘
Ａ 鞆の浦判決の分析
鞆の浦判決
(12)
は、判決理由において、行訴法条項及び項の定式を説示し
た後、①慣習的排水権を有していた一部原告らに原告適格を認め、②漁業権者
には漁協が既にこれを放棄しているので原告適格を認めない、とする判示をし
ている。これに続いて③景観利益については、公有水面埋立法（公水法）、瀬
戸内海環境保全特別措置法（瀬戸内法）、景観法の関連規定を細かに参照した
後、鞆の浦が瀬戸内海を代表する定評ある景観地であることを確認、計画され
ている埋立てとこれに続く橋梁の建設によって、本件湾の南西から常夜燈を見
ようとするときには、架橋部が視界を遮るという位置関係にあることを確認し
ている。これらを前提に「原告らの景観利益を根拠とする行訴法所定の法律上
の利益の有無」について判断を進めている。
まず、最高裁平成18年判決を根拠として、「客観的価値を有する良好な景観
山梨学院ロー・ジャーナル
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(11) 同・58頁。
(12) 広島地判平成21年10月日判例自治323号（2010年）17頁以下。
に近接して地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している者は、良好な景
観が有する客観的な価値の侵害に対して密接な利害関係を有するものというべ
きであり、これらの者が有する良好な景観の恵沢を享受する利益（景観利益）
は、私法上の法律関係において、法律上保護に値するものと解せられる」とす
る。そして、鞆の浦の景観がこの「客観的価値を有する良好な景観」に当たる
ことを認め、この「鞆の景観がこれに近接する地域に住む人々の豊かな生活環
境を構成していることは明らかであるから、このような客観的な価値を有する
良好な鞆の景観に近接する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している
者の景観利益は、私法上の法律関係において、法律上保護に値するものという
べきである」とする。
ここから進んで上記のような利益を有する者が、行訴法の法律上の利益をも
有する者といえるか否かについて判断をしている。ここでは①公水法条が、
埋立ての告示があったときは利害関係人に意見書提出権を認めており、本件事
業で景観利害を侵害される者はこの利害関係人にあたること、ここから、公水
法が景観利益を侵害される利害関係人の個別的利益を配慮していること、②瀬
戸内法13条項は、関係府県知事が公水法条項の免許の判断をするに当た
って瀬戸内法条項に規定されている瀬戸内海の特殊性につき十分配慮しな
ければならないと規定しており、この条項が、瀬戸内海が景勝地として世
界においても比類のないものであり、この恵沢を国民がひとしく享受し、後代
の国民に継承していくべきであることを規定していることから、同項は、国民
が瀬戸内海の景観について有する一般的利益を保護していること、③公水法
条項号は、埋立地の用途が土地利用又は環境保全に関する国又は地方公共
団体の計画に違背していないことを埋立免許の要件としており、政府の基本計
画及び広島県の計画では、瀬戸内法13条項の基本方針に沿って、環境保全に
十分配慮すること、埋立事業に当たっては地域住民の意見が反映されるよう努
めるものとされていることを指摘している。そして、「これらの規定は、国民
の中で瀬戸内海とかかわりの深い地域住民の瀬戸内海について有するところの
環境行政訴訟の原告適格再論
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景観等の利益を保護しようとする趣旨のものと解される」とする。そして、こ
れらの規定及びその解釈と併せて、埋立てによる架橋によって侵害される鞆の
景観の価値及び回復困難性といった被侵害利益の性質及びその侵害の程度をも
総合勘案して、「原告らのうち上記景観利益を有する者は、本件埋立免許を差
止めるについて行訴法所定の法律上の利益を有する」と結論している。
この論理はややまわりくどいが、要するに、公水法条の住民参加制度及び
同法条項号の環境保全規定から瀬戸内法条の景勝地保護規定そして同
法13条の公有水面埋立に関する規定へとつなげて、鞆の浦の地域住民が鞆の景
観について有する景観利益は行訴法における「法律上の利益」にあたるとして
いるのである。
Ｂ 鞆の浦判決の問題点
まず、一つの根拠とされた、上記①の意見書提出権については、参加者には
「限定がない」という指摘がある
(13)
。それゆえ、この参加権が原告適格の決め手
にはなりにくいことになる。そこで、瀬戸内法の存在がかなり大きな意味をも
ってくる。仮にこれが瀬戸内海ではなく、他の地域の海浜景観であったなら
ば、はたしてどうであったか。頼りになるのは景観法ということになるが、例
えば公水法、とくにその埋立免許基準と景観法をつなぐことはそれほど容易で
はなさそうである。本件判決文は景観法を関連法令として挙げてはいる。公水
法条項号にいう「環境保全」に景観保護の趣旨を読み込むことは全く不
可能ではないものの、景観を失うことで生命や健康に特に影響が及ぶことはな
いことから、裁判所によって判断が分かれるのではないか。
小澤道一は、鞆の浦事件の本訴の前に判断が出た仮の差止めに関する決定
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(13) 福永実が「速報判例解説」	巻（2010年月）の判例評釈で引用する公有水面埋立法
1973年改正の実務家による解説─石井正弘「公有水面埋立ての規制強化」時の法令857
号─によると、公有水面埋立法条項に定められている意見書提出が許される「利害
関係者の範囲については、別に限定がない」とされる。
（広島地決平20・・29）について検討をしている
(14)
。この決定以前の趨勢とし
て、公有水面埋立法改正により環境保全関係の免許基準が追加された前も後
も、周辺住民の環境保全上の利益は、同法の保護利益ではないとする判例が大
勢であったとする。その意味では行訴法改正後に変化が現れた一つの事例であ
ると小澤はいう。
そして、「……最高裁判決（国立マンション事件最判平18・・30）は不法
行為訴訟における判断であり、これが直ちに行政訴訟における原告適格の有無
について適用されるのかどうかは疑問がないわけではない。」とした上で、「こ
の問題について『法律上保護された利益説』（判例）の立場からするならば、
処分の根拠法令に景観利益を個別的利益として保障する趣旨が含まれていると
解釈できるかどうかが判断を分ける、ということになる。」とし、「本決定は、
公水法・瀬戸内法についてこれを肯定している。公水法には『環境保全』の文
言はあるが、『景観』又はこれに類するような文言はない。……瀬戸内法には
『景勝地』、『自然環境の保護』といった文言がみられる（条項）ことなど
から、本件決定の解釈は、比較的受け容れ易い。だが、一般に、処分の根拠法
令の規定に景観利益を個別的利益として保護する趣旨を読み取ることが容易で
はない場合が多いのではないか」としている。これに対して、「保護に値する
利益説」の立場で、行訴法条項に基づく考慮義務の範囲を処分根拠法令に
限定せずに、民法709条もその根拠にする考え方からすると、処分根拠法令の
解釈のいかんにかかわらず、行政処分により景観利益の侵害を受ける住民には
原告適格が認められることになるという
(15)
。
この意味における「法律上保護された利益」説の考え方の問題点を同じよう
に指摘するのが清水晶紀である。清水は国立マンション事件最高裁判決と鞆の
浦判決の関係を次のように解説している。「最高裁は、従来から、生命や健康
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(14) 小澤道一「取消訴訟における周辺住民の原告適格（）」判例時報2043号42頁以下。
(15) 同・42頁。
のような私法上の人格権について、行政法令が明文でこれを保護していなくて
も、保護しているのが当然であると当該法令を解釈して、原告適格の根拠とし
てきた（伊達火力、もんじゅ判決など）。では、本（鞆の浦）判決は、私法上
の景観利益についても同様に扱っているのか。国立マンション事件最高裁判決
は、国立大学通りの景観利益を『法的保護に値する景観利益』としたものの、
『景観利益の保護……は、第一次的には、民主的手続により定められた行政法
令や当該地域の条例等によってなされることが予定されている』と指摘してい
る。これは、生命や健康のような人格権のコアとは異なり、景観利益が社会共
同の利益ともいうべきものだからである。このことからすれば、本判決は、私
法上の景観利益が原告適格の肯定に直接結びつくことを示唆しているとは言い
難い。むしろ、景観利益を明文で保護する行政法令が存在すれば、（私法上の
保護に値する）景観利益の享受者は当該法令により個別的に保護されうるとい
う整理こそが、最高裁判決を踏まえた本判決のメッセージといえよう
(16)
」。この
整理によるならば、瀬戸内法にある明文の景観保護規定が、鞆の浦判決の原告
適格肯定の根拠だということになる。
野呂充は鞆の浦判決について次のように指摘している。
「良好な地域景観を享受する利益は観念的な利益であることや受益者が不特
定であることから、原告適格を認めることが困難なものの一つであろう」とし
つつ、これについては国立景観訴訟のような「共同形成景観享受権」（これは、
国立景観訴訟で言われた、住民たち自身が景観形成のために暗黙のルールに従
って高層建築物を控えているような場合に、このルール違反者に対して利益主
張しうる利害関係を指す）と「既存景観享受権」を区別する必要があるとす
る
(17)
。そして、前者のような利害関係が成立しない事案について原告適格を拡大
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(16) 清水晶紀「景観保全の観点から公有水面埋立免許の差止めが認められた事例」速報判
例解説巻（2010年10月）327頁。
(17) 野呂充「原告適格論の再考」法律時報82巻
号（2010年
月）（特集─司法制度改
革・改正行訴法と行政判例の展開）16頁。
するヒントを与えるものとして鞆の浦判決を挙げている。「同判決は、一方で、
鞆の浦の景観を『歴史的、文化的価値を有する、いわゆる全国民的な価値を有
するもの』と位置づけ、他方で、『良好な鞆の景観に近接する地域内に居住し、
その恵沢を日常的に享受している者』に原告適格を認めている。ここでは、全
国民の利益に関わる重要な歴史的景観が安易に破壊されるのを防ぐため、その
景観に特に強い利害関係を有する居住者に、事実上全国民を代表して出訴させ
る、という構図を読み込むことは不可能ではない
(18)
」。
このような考え方を採った場合、誰が全国民を代表するかが問題となる。そ
こでは、取消訴訟が主観訴訟であるという現行法の枠組の中で原告適格を広げ
ていく場合に、拡大する根拠とともに、それが無制限に広がらないための枠付
けを必要とする。小田急訴訟に於ける「東京都環境影響評価条例に基づく『関
係地域』」、鞆の浦訴訟における「鞆町居住者」という、論理的に十分に説得的
とはいえない区切り方は、後者の枠付けのために裁判所が用いた操作と言った
ら言いすぎであろうか。
 車券場判決の論理とその問題点─行訴法改正は不十分だった
風俗営業法等によるギャンブル施設の設置許可ないし拡張の承認をめぐって
は、医療施設や文教施設設置者に対しては原告適格を認める一方で、施設周辺
住民の原告適格はこれまで一貫して否定されてきた。こうした問題を環境問題
とは一線を画した問題とする考え方もありうるが、これまで静かな住宅街であ
った生活環境が、施設の営業開始によって激変するという状況は、そこに暮ら
す住民にとってはまさに重大な「環境問題」であり、仮にその許可が法の誤っ
た解釈によって与えられたとするならば、これを争う可能性は認められるべき
であろう。
行訴法条項の新設によって、これまでの判例が変わることを多くの論者
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(18) 同・17頁。
は自明のこととし、あるいは可能性が高いと予想していた。稲葉一将による
と、「福井秀夫ほか『新行政事件訴訟法』286頁は、「実質的には変更される」
とし、高木光『行政訴訟論』は、「原告適格を認める方向で見直しが行われる
ことは『確実』と述べ、斉藤浩は「原告適格を認めて『然るべき』である
(19)
」と
していた。
そして、確かに、大阪地裁平成20年月14日判決
(20)
は、次のような筋道でパチ
ンコ店営業所拡張承認処分について、近隣住民の原告適格を肯定した。まず、
判決は「……営業所の拡張に関する風営法の規定は、営業活動に対する上記各
規制と連携して、善良の風俗と清浄な風俗環境を保持するとともに、風俗営業
所の営業に伴う騒音、振動等によって、営業所周辺地域に居住する住民の健康
や生活環境に係る被害が発生することを防止することもその趣旨及び目的とし
ている」とした上で、「その営業に起因する騒音、振動等による被害を直接的
に受けるのは、営業所周辺の地域に居住する特定の住民に限られ、その被害の
程度は、居住地が営業所に接近するにつれて増大すると考えられる」とし、こ
のような住民が「当該地域に居住し続けることにより上記の被害を反復、継続
して受けた場合、その被害は、これらの住民の健康や生活環境に係る大きな被
害に至り得るおそれもある」とする。以上のような法の趣旨と「騒音、振動等
に伴う被害の内容、性質、程度に照らせば、この具体的利益は一般的公益の中
に吸収解消させることは困難である」として、営業所住民のうち、「騒音、振
動等による健康又は生活環境に係る被害を直接に受けるおそれのある者」につ
いて、原告適格を肯定した。
また、場外車券売り場の設置許可に関する大阪高裁平成20年月	日判決
(21)
も、大枠においては上記大阪地判とほぼ同じ論理で、周辺住民の原告適格を肯
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(19) 稲葉一将「風俗営業所の周辺住民に営業拡張変更承認処分の取消訴訟の原告適格を肯
定した事例」速報判例解説巻（2009年月）26頁。
(20) 判例タイムズ1265号（2008年）67頁以下。
(21) 判例時報2019号2009年17頁以下。
定した。ただし、この判決は、自転車競技法施行規則14条項で、場外施設の
設置許可に、周辺1000メートル以内の地域の医療施設等の位置及び名称を記載
した場外施設付近の見取図、場外施設を中心とする交通の状況図などを添付す
ることを求めていること、同規則15条項で定めている、施設の位置、構造及
び医療施設等がからの距離などの「位置基準」及び「周辺環境調和基準」を根
拠に、周辺1000メートル以内に居住し、又は事業を営む住民に対し、違法な場
外施設の設置許可に起因する善良な風俗及び生活環境に対する著しい被害を受
けないという具体的利益を保護したものと解するのが相当であるとしている。
しかし、このように施行規則の規定から具体的利益性を導き出す手法には問
題がある。
また、この高裁判決は、風営法によるパチンコ店のような営業に対する警察
規制と比較して、自転車競技法に基づく場外車券場の許可は、「申請者に対し、
同施設を新たに設置することのできる地位を新たに付与する行為である」と、
講学上の特許にあたるものと解した上で、「……本件通達（施行規則15条項
にいう「周辺環境調和基準」に基づく平成15年経済産業省製造産業局長通達）
から明らかなように、許可基準に規定されていない事項についても……併せて
指導して整備改善することが可能」であるから「必ず許可しなければならない
ものではなく、……かえって、周辺住民に良好な風俗環境の下で円滑に業務す
る利益を個別的利益として保護しようとする趣旨を含むということができる」
としているが、通達まで引用して原告適格論の裏づけとしている論理構成に
は、いささか違和感を否定できないところがある。
ともかく、風営法によるギャンブル施設の設置許可等に関して周辺住民が本
当に原告適格を肯定されるのか、つまり、この種の問題に関して最高裁がどの
ような答を出すのかが待たれていた。この問題こそが、行訴法2004年改正の
「原告適格拡大」というメッセージが本当のものであるかどうかを問う意味を
もっていたのである。しかるに、サテライト大阪事件に関する最高裁判決は、
従来の考え方の枠組を一歩も出ることはなかった。
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2009年10月15日に出された最高裁判決
(22)
は、「……当該処分を定めた行政法規
が、不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸収解消させるにとど
めず、それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきものとす
る趣旨を含む場合には、このような利益もここにいう法律上保護された利益に
あたり、当該処分によりこれを侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある
者は、当該処分の取消訴訟における原告適格を有するものというべきである」
と、従来の原告適格に関する判断の枠組に関する定式を繰り返し、これに続い
て条項に定められた考慮要素を説明して、この部分について小田急判決を
引用している。
そして、場外施設が設置、運営されることで「周辺住民等が被る可能性があ
る被害は、交通、風紀、教育など広い意味での生活環境であって、……直ちに
周辺住民等の生命、身体の安全や健康が脅かされたり、その財産に著しい被害
が生じたりすることまでは想定しがたい」という。従って、「このような生活
環境に関する利益は、基本的には公益というべきであって、法令に手掛かりと
なることが明らかな規定がないにもかかわらず、当然に、法が周辺住民等にお
いて上記のような被害を受けないという利益を個々人の個別的利益としても保
護するという趣旨を含むと解するのは困難といわざるを得ない」とする。
この判決について、阿部泰隆は、次のように批判をしている。「小田急判決
はこの点従来の判例の到達点とされるものをそのまま踏襲した。この時点で、
行訴法改正は、失敗と認識されるべきであったが、この判例は、類似の例で原
告適格を否定した環六最判を変更して、沿道者（沿道住民）の原告適格を肯定
したので、前進と受け取られた。しかし、今回、その実質にはほとんど変わり
がないことが判明した
(23)
」。
たしかに、この最高裁判決は小田急判決を引用してはいるが、それは条
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(22) 判例時報2065号2010年24頁以下。上記、大阪高裁平成20年月	日判決の上告審。
(23) 阿部泰隆「判例評釈」判例評論621号（2010年）166頁。
項の考慮要素を確認する前提としてであって、論理の核心については、全く従
前と変わらず、処分根拠法令に具体的な保護規定があるかどうかにこだわって
いる。そして、個別的利益か公益かという二者択一の論理を従前通りに堅持し
ている。しかし、これが行訴法条項の考慮事項の正しい解釈であるかどう
か、阿部が言うように
(24)
大いに疑問がある。元最高裁判事の園部逸夫さえも、こ
うした単純な二分論に、次のようにははっきりと疑問を呈している。「公益と
私益を分けるというのは、これまた実に単純明快だけれども、本当は単純なこ
とではない。私益の集まりが公益でもあるわけですから、公益から私益に移る
には濃淡の差があります。はっきりこちらは真っ赤で、こちらは真っ白とい
う、そんな公益、私益はありません。公益という言葉をすぐ行政訴訟では言う
のですが、よほど考えないと排除の論理にまずなってしまいます
(25)
」。
阿部は次のようにもいっている。「この判決は、行訴法改正でとられたオー
プンスペース論（橋本『行政判例と仕組み解釈』223頁など）の失敗を意味す
るものである。オープンスペース論は、これまでの判例をご破算にして、新た
な判例を創造してもらおうという、ナイーブな裁判官信頼の産物であるが、日
本の最近の裁判官は、諸外国に例がなく、柔軟性・創造性を欠き、先例偏重で
あるから、先例を変えるのは、立法で行うべきなのである。立法は裁判官を信
頼して白紙委任するのではなく、裁判官を縛ることが任務なのである。行訴法
改正の基本的思考自体が失敗だったのである
(26)
」。ここで阿部は、「多大な労力と
費用を負担して、出訴した原告は、判例が変わらずに愕然としたであろう」と
いい、「これでは国家的詐欺に遭ったも同然である」とさえいう。阿部はこの
評釈を「生活環境の悪化も、ある程度以上であれば（それは疎明で足りる）、
著しくなくとも、公益に吸収されない（個別保護要件の緩和）と解釈すれば、
問題は解決するのである
(27)
」と結んでいるが、この結論には全く同感である。
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(24) 同・167頁。
(25) 園部・斉藤・前掲対談57頁。
(26) 阿部・前掲169〜170頁。
小田急訴訟の論理によるならば、居住地と環境上のリスクとの距離は重要な
要素であり、鞆の浦判決でも、景観地である鞆の浦の港に近い鞆町居住を原告
適格の枠付けとした。同じように、環境リスクの可能性がある場外車券場建設
については、それに近い住民ほど被害の可能性があるのだから、訴訟の入り口
の問題としては、それで十分であったはずである。
たしかに、従前の判例を固守した審判決を、控訴審判決は（やや論理が粗
雑ではあるが）覆して希望を抱かせた。しかるに、最高裁は再び古い判例理論
で訴えを門前払いにしたのである。2005年に出訴して年、振出しへと戻され
た原告らの心情を思うと、はかない期待をもたせた行訴法改正がいかに中途半
端であったかということに腹立たしささえ感じる。
 銅御殿訴訟意見書と景観法19条項
筆者はこの論文を書き始める前に、東京都文京区の湯立坂の景観保護を争点
とする行訴法条	項号所定の義務づけ訴訟（問題の焦点である重要文化財
建造物の地域における呼称から「銅御殿訴訟」と呼ぶことにする）について、
この地域の景観保護運動を続けてきた原告らに原告適格があるとする趣旨の意
見書を書いた。この訴訟は本稿執筆段階で進行中であり、予断を許さないが、
少なくとも原告適格については、私の構成した論理でクリアできるのではない
かとひそかに期待している。
この訴訟は、重要文化財旧磯野家住宅（階建の屋根と外壁を銅版葺きにし
たことから一般には「銅御殿」と呼ばれる。）の旧敷地の一部を購入した不動
産会社がこの重文建造物に手が届きそうな位置（一番近い場所でメートル）
に12階建、約40メートルの高層マンションを計画したことから、従前からこの
銅御殿を含む湯立坂の景観を保存する活動をしてきた地元住民らが、これに反
対運動を開始したことから始まる。文化財保護法（以下、「文財法」）には、重
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(27) 同・170頁。
文建造物の周囲で行われる開発等の行為について、「保存に影響を及ぼす行為」
の規制があり（文財法43条）、建設に伴う振動や完成後に予想されるビル風な
どによる建造物への損傷の虞があることから、住民らは行政への権限行使の働
きかけを行ってきた。しかるに、所管の文化庁担当官はこの建築計画は「銅御
殿の保存に影響を及ぼす行為のうち軽微なもの」と東京都及び地元文京区に通
知したのである。そこで、住民らは文化庁を相手取って、①文化庁長官がこの
建設について文財法43条項の許可手続を行う義務があることの確認、②文化
庁長官はこのマンション建設について、重要文化財旧磯野家住宅に現状を超え
るピーク風力係数をもたらす構造物を建設してはならないとの命令をせよ、と
いう点の請求訴訟を提起した。このうち、①は公法上の当事者訴訟、②が
2004年行訴法改正で明文化された、いわゆる号義務づけ訴訟である。被告は
請求①の確認の利益及び請求②の原告適格のいずれについても本案前の主張と
して否認する主張をしている。そこで、確認の利益と原告適格の関係につい
て、私はこの意見書の中で次のように述べた。
「行訴法は当事者訴訟の当事者適格について特に規定をおいてないことか
ら、民事訴訟法におけるそれと別異に解する必要はないはずである。すると、
ここにおける確認の利益を抗告訴訟の原告適格と同様に処分根拠法で法的に保
護された利益と敢えて狭く解するのは誤りであろう。一般に言われるように、
これは紛争の現実性、つまり、確認判決を通じて解決されるべき利益である。
したがって、原告らに請求第について原告適格が認められるならば、基本的
には請求第の確認の利益は当然認められると考えてよい。そこで、以下では
特に区別して論じる必要のない限り、これを併せて論述する」。
そこで、私はこの意見書で原告適格に焦点をしぼって論述している。以下、
その要点を引用してみたい。
第 原告ら地域住民と銅御殿の深い関係について
銅御殿の存在する湯立坂は、坂を上った所にかつて市電（都電）の「文理大
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前駅」があり、その後、地下鉄丸の内線「茗荷谷駅」が設けられた関係で、坂
下の千川筋と坂上の春日通りを結ぶ基幹道路であり、現在の住居表示で小石川、
千石、白山地域の住民らにとって、馴染み深い日常生活の場であった。銅御殿
は、戦中は近所の子どもの寒稽古の場として利用されたこともある。今でも毎
年月20日前後の地元の祭礼の日には、子ども神輿、大人神輿がそれぞれ大門
から入らせてもらって主屋の前で休憩させてもらい、汁粉やお菓子、お神酒を
ふるまってもらっている。地域住民が銅御殿を愛し、これを守ってきたことを
示す逸話として、昭和20年月25日の空襲の際に地域住民が皆でこれを消失か
ら救った事実がある。この地域一体を直撃した空襲は湯立坂周辺も坂下の氷川
下一帯もほとんどを焼失させたが、近所の住民が銅御殿を守るために大勢かけ
つけてバケツリレーや長いはたきのような物で樹木に落ちてくる焼夷弾を払い
落とし、身体を焦がすような猛火の中でこの建物を守った。消火活動にあたっ
た中には自分の家をこの空襲で失った者もいたが、その一人が「わが家を失っ
て複雑な思いはあったけれど、結果的に、わが町の大切な、世界に誇れる日本
建築の美しさと、重厚さのお屋敷を住民一体で戦火から守る事が出来、後世に
残す事が出来た事は、わが生涯の誇りである」と語ったという（以上につき、
原告・味方征子氏による）。他の原告らもこの湯立坂近傍に居住し、各々、銅御
殿を含む景観の利益を日常的に享受してきたと言っている。
このような経過と伝統の中で、原告らは銅御殿を含む湯立坂の景観を愛し、
原告らの居住地近傍に重要文化財銅御殿があることを誇りとし、その保全を願
って文化庁をはじめとする関係機関に対し、要望を行い、区民らにこの湯立坂
の景観と銅御殿の重要性を訴えるなどの運動を行ってきた。文京茗荷谷マンシ
ョンが計画通りに建設されることにより、親しみ、誇りにしてきた銅御殿が破
壊の危機にさらされ、現在の資源・技術をもっては再び真正の姿に戻すことが
できないのであるから、原告らにとってかけがえのない利益が文京茗荷谷マン
ションの現行計画通りの建設によって侵害されるという原告らの主張には相当
な理由があるものと考える。
第− 原告適格の有無を判断する場合の考慮要素について
次に、第−で述べた②及び③の要件（これは、従来の行訴法条に関す
る判例で、①訴えの対象たる処分が原告の一定の利益に対する侵害を伴うこと、
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②その利益が個別行政法令により保護される利益の範囲に含まれること、③こ
の場合の行政法令の規定の趣旨が、その利益を一般公益としてだけではなく、
原告ら関係者自身の利益として個別的に保護するものであること、としてきた
ことを述べたものである。）を満たすかどうかの判断にあたって、行訴法条
項は、処分根拠規定の「趣旨及び目的を考慮するに当たっては、当該法令と目
的を共通にする関係法令があるときはその趣旨及び目的をも参酌するものとし、
当該利益の内容及び性質を考慮するに当たっては、当該処分又は裁決がその根
拠となる法令に違反してなされた場合に害されることとなる利益の内容及び性
質並びにこれが害される態様及び程度をも勘案するものとする」と、原告らの
利益を保護する必要性を総合的かつ詳細に考慮すべきことを明らかにしている。
原告らの請求の直接の根拠となっている文化財保護法は、その目的規定にお
いては「この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もって国民の
文化的向上に資するとともに、世界文化の進歩に貢献すること」が目的とされ、
本事案における具体的な請求の根拠である法43条項及び45条項のいずれも、
それ自体は、一般公益のみを目的にしているかのような規定の仕方となってい
る。たしかに、これらの規定が定められた昭和25年という時点では、建築文化
財を景観ないし環境として把握する視点はあまりなかったし、住民参加という
観点も十分とはいえなかった。しかし、それから60年を経た現在、文化財保護
法自体も変化を遂げたし、これと併せて考慮すべき関連法令も新たに制定され
ていることに注目しなければならないであろう。
第− 本件請求において考慮すべき具体的利益について
原告らが親しみ、保護活動を行ってきた銅御殿を含む湯立坂の景観は東京に
残された歴史を偲ばせる優れた坂道の景観として、平成20年月には文京区の
「文の京・都市景観賞」の「ふるさと景観賞」に選ばれている。この湯立坂の
景観の価値は、原告らだけでなく、文京区自体が普遍的価値を有するとして認
めたものといえる。湯立坂の景観には大正期の洋館である山崎邸や守山藩上屋
敷跡である占春園、窪町東公園とこれに続く教育の森公園、そして現在は東大
総合研究博物館小石川分館になっている旧東京医学校本館などの豊かな歴史遺
産と深い緑が織り成すものであるが、その中でも坂の入り口に存在する銅御殿
の威容は圧倒的な存在感をもっており、この景観の要となっている。
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重要文化財建造物は、昭和50年の文化財保護法改正で新設された伝統的建造
物群や平成17年の法改正で新設された文化的景観の重要な一部として、歴史的
景観の面的保護の要をなすものである。そして、文化的景観という新しい文化
財範疇の誕生と深い関係をもつ平成16年の景観法でも、同じように文化財建造
物を「良き景観」の「整備及び保全を図る」（景観法条項）上で重要な要素
として位置づけられている。景観行政団体が「良好な景観の形成に関する計画」
（景観計画）を策定する場合に、景観計画の区域、景観形成の方針と合わせて、
景観重要建造物又は景観重要樹木の指定の方針を定めることとされている（景
観法
条項号）。そして、景観重要建造物の指定について定めている景観法
19条の第項では、文化財保護法で重要文化財に指定された建造物については、
この指定の規定を適用除外としている。この適用除外の意味するところは、重
要文化財指定建造物は、景観法による指定手続を待つことなく、当然にこれを
含む地域景観の一部として、まさに銅御殿が湯立坂の景観の要であるのと同じ
く、策定される景観計画の要をなすものとして位置づけられているということ
である。
こう考えるならば、景観法は、行訴法条項がいう、当該法令（原告らが
適切な運用を求めている文化財保護法43条や権限発動を求めている45条）と目
的を共通にする関係法令に当るものといえる。これまで述べた通り、銅御殿は
それ単体で存在するのではなく、湯立坂の優れた景観の重要な一部として存在
しているからである。従って、原告らが銅御殿について有する利益を考える場
合には、この景観法の趣旨及び目的をも参酌しなければならないことになる。
文京区ないし東京都が湯立坂の景観を保全するための計画を定める場合には、
景観法は「公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずる」
ことが求められ（景観法条項）、これについて、特定非営利活動法人等の住
民は計画策定ないし変更の提案をすることが認められている（景観法11条
項）。
第 原告らが本件請求をする確認の利益及び出訴適格を有することについて
原告らが湯立坂の景観を保全するために活動してきた者であることは上記第
に述べた通りであり、この景観の価値が「良き景観」として速やかに保全を
図られるべきものであることは第−で述べた通りである。しかるに、この
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「良き景観」の要となるべき銅御殿がマンション建設に伴う風害によって再現
不可能な状態になるならば、湯立坂の景観は著しい影響を受けるのであり、損
傷が著しい場合には住民として保全の提案そのものが出来なくなる可能性もあ
る。従って、原告らがこれを事前に防止する措置を求める確認の利益、措置命
令を求める出訴適格を有することは明らかと言うべきである。
さらに、この景観に関する利益については、既に最高裁が「客観的価値を有
する良好な景観に近接する地域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している
者は、良好な景観が有する客観的な価値の侵害に対して密接な利害関係を有す
るものというべきであり、これらの者が有する良好な景観を享受する利益は、
私法上の法律関係において、法律上保護に値するものと解せられる」（最判平成
18年月30日）と認めている。その後福山市鞆町住民に公有水面埋立免許差止
めの当事者適格が認められた（広島地判平成21年10月日）ように、湯立坂の
近傍に居住し、この景観の恵沢を日常的に享受し、しかも、この景観価値の保
全を図ろうと日常的に活動している各原告について、文化財保護法とこれと一
体をなす景観法は個別的利益として原告らの確認の利益及び訴えの利益を保障
しているものと考える。
この意見書を書き始める段階では、必ずしもうまく論理構成できる自信はな
かったが、景観法19条項に着目することで、かろうじて裁判所に提出できる
ほどの論理構成ができた。というのは、文財法の重要文化財指定制度は1929年
の国宝保存法、さらには1897年の古社寺保存法にさかのぼる古い制度を引き継
いでいるもので、この制度そのものは、我が国にとって重要な文化的所産を保
存してこれを国民の文化的向上に役立てようという、今で言えば典型的な「上
から目線」のものであるからである（詳しくは29頁参照）。
実際に重要文化財の指定基準のうち、建造物については、次のようになって
いる。
「建築物、土木構造物及びその他の工作物のうち、次の各号の一に該当し、
かつ、各時代又は類型の典型となるもの
⑴ 意匠的に優秀なもの
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⑵ 技術的に優秀なもの
⑶ 歴史的価値の高いもの
⑷ 学術的価値の高いもの
⑸ 流派的又は地方的特色において顕著なもの」
ここには国が選び出して指定するいわゆる×逸品Ùを単体として保護すると
いう明治期以来の消極的な国の姿勢が明らかである。たしかに1975年法改正で
有形文化財について、「これらのものと一体をなしてその価値を形成している
土地その他の物件を含む」と付加されたのであるが（これは、仏像の場合の
「基壇」とか社寺の場合の「境内地」を意図して立法された）、重文建造物に
ついて、これを景観保全として用いる意欲はあまりなく、実際に、この銅御殿
についても、現在高層マンションが建てられようとしている土地はこの建物の
庭園として「一体をなす」土地であったが、指定されることなく、相続で所有
者が変わり、不動産会社に売却されたものである。この土地にあって銅御殿の
価値を高める背景をなしていた貴重な樹木類は今回の建築に伴って跡形もなく
伐採されてしまった。
このように、重文建造物の指定制度を定める文財法の規定そのものからは、
周辺の景観を保護しようとする趣旨を読み取ることは困難である。
さらに、文財法には重要文化財の環境保全という制度が規定されていて、
「重要文化財の保存のため必要があると認めるときは、地域を定めて一定の行
為を制限し、若しくは禁止し、又は必要な施設をすることを命ずることができ
る」のであるが、この制度はこれまで一切発動されたことがない。銅御殿を守
るための訴訟はこの環境保全の措置命令をせよという義務付けを求めているの
である。ちなみに、日本の文財法をモデルに1962年に制定された韓国の文化財
保護法にも同じ環境保全の制度があるが、こちらは、しばらく前から周囲100
メートル、現在ではフランスの制度にならって周囲500メートルについて環境
保全のための現状変更制限を実際に行っている。日本は韓国にモデルを提供し
ながら、すでに世界の一般的趨勢からはるかに遅れてしまっている。
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私はこの訴訟の原告適格論について意見書執筆を依頼された時点で、正直に
いってかなりきついものを感じていた。ところが、景観法19条項の規定を見
出して、暗闇の中に光が差し込むような感じを受けた。これは、景観計画地域
内の街並み等の景観の形成にとって重要な役割を果している建造物について、
「景観重要建造物」に指定して（景観法19条項）、その現状変更を抑制しよ
うとする制度を文財法により重要文化財等に指定された建造物について適用除
外としている規定である。すなわち、重文指定建造物はすでに文財法で指定を
受けて現状変更がかなり厳しく制限されており、改めて景観重要建造物として
指定する必要がないことを意味している。つまり、銅御殿のような重文建造物
は、当然にこれを含む地域景観の一部として、まさに銅御殿が湯立坂の景観の
要であるのと同じ意味において、策定される景観計画の要をなすものとして位
置づけられているということである。
この規定は、もともと文財法による重文指定建造物が地域景観の重要な構成
要素という意味をもたされていなかった状態を大きく変更し、本来そうあるべ
きように、地域景観の要としての位置づけを与えたものである。そして、この
地域景観に関しては、最高裁平成18年月30日判決が、その景観利益を日常的
に享受している住民にはその景観利益が「私法上の法律関係において、法律上
保護に値する」とされている。実際に、景観法においても、「公聴会の開催等
住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずる」ことが求められ（景観法
条項）、特定非営利活動法人等の住民は計画策定ないし変更の提案をする
ことが認められている（景観法11条項）。
つまり、景観法19条項が文財法と景観法を連結することにより、銅御殿訴
訟の原告らのように日常的に湯立坂の景観美を享受し、かつ、積極的にその保
護運動をしている住民らには、重文建造物についてその保護措置としての処分
を行政に義務づけることを請求する原告適格があるということになる。行訴法
条項が求めている「関連法令の趣旨及び目的の参酌」とは、このように、
もともとは地域景観やこれに関する住民利益とは無関係に立法された文財法の
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規定が、時代の変化を反映する新たな立法により、新たな観点で解釈されねば
ならない場合を含むものと解すべきである。
しかし、ここで、もし景観法が制定されていないとしたら、あるいは、制定
されていても景観法19条項のような具体的に文財法と景観法をつなぐ規定が
ないとしたら、はたして、このような論理を組み立てることが出来たであろう
か。ここに行訴法条項の限界がある。運よくこういう規定があればいい
が、手掛かりとなる具体的規定がなければ、「参酌」のしようがないのである。
このような意味において、行訴法改正による原告適格の拡大はかなり限定的な
ものと言わねばならない。処分根拠法令ないしその関係法令の規定にたまたま
拡大をうまく根拠付けるものがあればいいが、一般的にいうと、必ずしも拡大
は確実とはいえない。
この点は、前回の拙論でも詳しく検討した伊場遺跡訴訟判決について行訴法
条項の規定が何をもたらすかを検討してみることで一層明らかになるはず
である。
 伊場遺跡訴訟と行訴法条項
⑴ 伊場遺跡訴訟の概要
伊場遺跡訴訟は次のような紛争である
(28)
。伊場遺跡は1949年に浜松市で発見さ
れた弥生時代から奈良平安時代にまでわたる複合遺跡で、1954年にその一部が
静岡県史跡に指定された後は、草の生い茂るままになっていた。一方、1960年
頃から浜松駅前開発と東海道線高架化工事のために浜松駅付近にあった電車基
地と貨物ヤードを移転すべき場所を求めていた浜松市当局は東海道線近傍であ
り、利用されていないこの史跡指定地一帯をその候補地とし、史跡の公有化を
口実に史跡指定地内の土地の任意買収を進めていた。1967年にこの計画が全国
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(28) これについて、椎名『環境法判例百選』190頁、平田和一『行政判例百選』Ⅱ（第
版）354頁参照。
紙の地域面で報じられたことから遺跡保護運動が起こり、やがて運動は静岡県
教委による指定解除処分の取消訴訟に発展した。以前からこの地域の遺跡の調
査研究を続け、東名高速道路計画などの開発計画で危機に瀕した遺跡の保護運
動をしていた遠江考古学研究会のメンバーがこの運動の中心であったが、この
訴訟が全国で危機を迎えている遺跡保護運動の象徴のような意味において、全
国的広がりをもち、筆者も1978年から原告・弁護団の応援に加わることとなっ
た。被告側は一貫して原告適格なしという本案前の主張により訴えの却下をも
とめ、静岡地裁（1979年月13日）、東京高裁（1983年月30日）そして最高
裁（平成元年	月20日）はいずれも被告主張を認めて訴えを門前払いしたので
ある。
⑵ 伊場遺跡訴訟判決の論理
伊場遺跡訴訟の最高裁判決は次のように述べて、原告側上告を退けている。
「所論の文化財享有権なる観念は、いまだ法律上の具体的権利とは認められ
ないから、それが具体的権利であることを前提とする所論違憲の主張は失当で
ある。」
「法98条項に基く条例29条は史跡等の指定、30条はその指定解除を定める
が、これらの規定並びに本件条例及び法（筆者注・県文化財保護条例及び文化
財保護法をさす）の他の規定中に、県民あるいは国民が史跡等の文化財の保
存・活用から受ける利益をそれら個々人の個別的利益として保護すべきものと
する趣旨を明記しているものはなく、また、右各規定の合理的解釈によって
も、そのような趣旨を導くことはできない。……本件条例及び法において、文
化財の学術研究者の学問研究上の利益の保護について特段の配慮をしていると
解しうる規定を見出すことはできないから、そこに、学術研究者の右利益につ
いて、一般の県民あるいは国民が文化財の保存・活用から受ける利益を超えて
その保護を図ろうとする趣旨を認めることはできない。文化財の価値は学術研
究者の調査研究によって明らかにされるものであり、その保存・活用のために
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は学術研究者の協力を得ることが不可欠であるという実情があるとしても、そ
のことによって右の解釈が左右されるものではない。」
第一段落の「文化財享有権」は原告・弁護団が当時主張されていた「環境
権」にならって憲法13条及び25条などから構成した苦し紛れの主張である。も
っとも、これを「文化財享有の利益」と読み替えるならば、「景観利益」と同
じ意味で地域住民がわかちもつ利益と解する余地はある。ただ、誰もが美を実
感し、生活の中で愛着を育てることのできる「景観利益」と、専門家の助けを
得なければ理解困難で、しかも発掘によりたまたま一部が視覚化される遺跡に
ついて景観利益と同じレベルで地域住民共有の利益として法的評価を与えるこ
とはかなり困難のように感じるのであるが。
ここで問題としたいのは、第二段落の「法98条項に基く条例29条は史跡等
の指定、30条はその指定解除を定めるが、これらの規定並びに本件条例及び法
の他の規定中に、県民あるいは国民が史跡等の文化財の保存・活用から受ける
利益をそれら個々人の個別的利益として保護すべきものとする趣旨を明記して
いるものはなく」という部分である。
この県条例の規定の仕方は基本的に文財法と同じであるから、参照の便宜の
ために現行文財法の規定を用いてこの最高裁の判決の論理を分析してみる。
まず、文財法の目的規定を見ると、そこには「この法律は、文化財を保存
し、且つ、その活用を図り、もって国民の文化的向上に資するとともに、世界
文化の進歩に貢献することを目的とする」という、かなり高邁ではあるが、抽
象度が高く、国が「国民を文化的に向上させる」という、「上から目線」が感
じ取れる規定になっている。実際に、この目的規定は過去の裁判の中で、次の
ように国民には文化財に対する権利がないという論理を裏付けるものとして使
われたことがある。
「文化財保護法による特別名勝の指定は、同法第条に規定するとおり、特
別名勝等の文化財を大切に保存し、その活用を図り、もって国民の文化的向上
に資するとともに、世界文化の進歩に貢献するため、その管理を適正に規制す
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るためになされるものであって、この指定があったからといって特にその開発
者、地元住民又は国民一般にこれを観賞する権利を与えているものではないの
である
(29)
」。
同じように、史跡の指定も「文部大臣は、記念物のうち重要なものを史跡、
名勝又は天然記念物に指定することができる」とあるだけで、その目的は条
に挙げられているだけである。また、指定の基準を見ても、「左に掲げるもの
のうち、わが国の歴史の正しい理解のために欠くことができず、かつ、その遺
跡の規模、遺構、出土遺物等において、学術上価値あるもの」と、国民・住民
の個別的利益とは全く関連性がない規定である。史跡指定については、文化審
議会への諮問手続があるが、これも地域住民や地域研究者の参加が保障される
ことにはつながらない。
そこで、旧稿で述べたように、伊場遺跡と原告らとの個別的関係が強いこ
と、そして、遺跡が失われることにより侵害される利益は個々にはそれほど大
きなものではなくとも、集合としては大きな生活利益であり、原告らのような
者に原告適格を認めなければ、違法な処分を誰も争うことができないことにな
るという、代表的出訴資格論であった。この主張は、「これを認めていると解
しうる規定は存しない」という、まことに素っ気無い理由で拒否された。
1989年という時代背景を考えれば、このような判決も仕方がなかったと、今
になれば諦めがつく。だが、この訴訟に関わっている当時は、他の領域はとも
かく、遺跡保護の分野ならば、地元研究者と個々の遺跡の具体的つながりが深
いから、何とか認められるのではないかと期待感も多少あったし、一部研究者
からもそのような希望的観測を聞くこともあった。しかし、2004年行訴法改正
と、これまで見てきた、その後のいくつかの判例を見ると、当時抱いていた期
待がいかに冷厳な現実と乖離していたかを改めて知ることになった。
鞆の浦判決について野呂充は、鞆の浦の景観保護が地元住民の利益であると
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(29) 東京地判昭和30年10月14日行裁例集	巻10号2370頁。
同時に全国民共通の利益であるとした上で、「ここでは、全国民の利益に関わ
る重要な歴史的景観が安易に破壊されるのを防ぐため、その景観に特に強い利
害関係を有する居住者に、事実上全国民を代表して出訴させる、という構図を
読み込むことは不可能ではない
(30)
」と、代表的出訴資格論に近い論理を展開して
いる。たしかに、景観利益は地元住民の利益であると同時に、全国民に共通す
る利益であり、日常的にそれを享受しているか、時折そこを訪れるかという、
利害状況への近接の度合いの差異はあるものの、地元住民でも関心のない者も
あり、遠くに居住していても、その保護に熱心な者もいる。そうした観点から
見れば、この判決が原告の中で「福山市鞆町に居住する者」という枠を使って
適格者をしぼりこみ、事実上この適格者に全国民を代表させたとも解しうる。
しかし、忘れてはならないのは、ここでも公水法条の住民参加制度及び同
法条項号の環境保全規定から瀬戸内法条の景勝地保護規定そして同法
13条の公有水面埋立に関する規定へとつなげて、鞆の浦の地域住民が鞆の景観
について有する景観利益は行訴法における「法律上の利益」にあたるとしてい
ることである。また、北村喜宣がいうように、福山市鞆町に居住する者には原
告適格を認めるが、町外の者には「景観による恵沢を日常的に享受していな
い」として、原告適格は否定されている。「利益を有する鞆町内住民が万一提
訴しなかったならば、その消失を拱手傍観せざるをえない結果になる」という
北村の推測は決して間違っていないと思う
(31)
。こうした処分根拠規定ないし関係
法令の存在はかなり偶然的要素に左右される。同じく文化財保護法に基づく処
分であっても、重文指定建造物については景観法との関連性が明文で規定され
ており、これを通じて当該建造物とこれを含む景観保護に取り組む地域住民の
原告適格論がどうやら組み立てられるのに対して、伊場遺跡のような史跡につ
いては未だに裁判所に通用しそうな手掛かりが見つけられないでいる。
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(30) 野呂・前掲17頁。
(31) 北村「環境利益をめぐる私法と公法」産業と環境2010年月。
 2005年論文で提起した課題の検証─結論にかえて
2005年の拙稿では①精神的価値や学術的価値を利益と認める方向性、②主観
訴訟という枠組を越える論理の構築、③個別実定法における参加権の規定整
備、の点を将来の方向性として示した。これを現時点で改めて考え直してみ
たい。
⑴ 精神的価値や学術的価値を利益と認める方向性
先に指摘した通り、環境行政訴訟では生命、健康といった人格権のコアでは
ない、精神的価値や学術的価値が争点になることが避けられない。伊場訴訟で
原告適格の壁を越えることができなかった理由の一つはここにある。考古学の
世界ではいかに貴重な遺跡であっても、それが「法律上の利益」であるかとな
ると、通常の裁判官の理解を得ることは難しい。ただし、その論理については
本稿で批判的考察を行った鞆の浦判決で、景観利益が「法律上保護された利
益」とされ、周辺住民に原告適格が肯定されたことは、大きな一歩であったと
考える。筆者自身が証人台で証言した1994年の和歌の浦判決
(32)
では、全く考慮さ
れなかった利益が、ここで原告適格の根拠とされたことは大きい。ただし、こ
こには鞆の浦という、世界遺産にもなろうという定評のある景観である。地域
住民が日頃親しんでいるという程度の名もない景観について、どのような評価
がされるかは定かではない。
学術的価値となると、より難しい要素がありそうである。例えば、自然公園
法の2009年改正で、目的規定に「生物多様性の確保に資する」という文言が加
えられた。また、自然公園法41条項では、国及び地方公共団体以外の者が生
態系維持回復事業を行うことが出来るとされている。この場合、例えば、ある
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(32) これにつき、椎名「判例評釈」参照（『行政手続法と住民参加』（成文堂1999年）所
収）。
国立公園指定地の森に全国的に希少な蝶が生息しており、指定解除で絶滅が危
惧されているような場合に、従前からその保護活動をしてきた団体関係者には
指定解除の取消しを求める原告適格が認められるであろうか。こうした保護活
動団体は、法41条項で準用する法39条項の認定を受けてこの事業を行うに
適した団体であり、指定解除がされてゴルフ場になれば、この活動をして希少
な蝶を保護する可能性がなくなるという「具体的」損害を被ることになるが、
このような主張が法廷で通るのであろうか
(33)
。
これは、最低限ながら関係法令がある場合の考え方である。こうした手掛か
りがなければ、まず、原告適格の壁は越えられないであろう。
⑵ 主観訴訟という枠組を越える論理ないし制度の構築
小田急判決も鞆の浦判決も、いずれも伝統的考え方における個別的利益とい
うよりは、それを超えた集団の利益をその集団に属する一部の出訴者が争おう
とした訴訟である。しかし、裁判所の考え方では、なお、これは主観訴訟であ
り、その枠組は変わっていない。だからこそ、筆者がいうように、処分根拠法
ないし関連法令にたまたま争われる利益を個別的利益として保護する趣旨が読
み取れればいいが、そうでないと、特に精神的利益や学術的利益を争うことは
依然として困難である。そこで、この主観訴訟という枠組を越える論理ないし
制度が必要だと考えられる。しかし、現在の裁判所や司法行政を考えると、こ
れは決して容易なことではない。冒頭でふれた、2010年月の日弁連司法シン
ポジウムで提唱された、環境や文化財、消費者訴訟について団体訴訟を導入す
るという案も、にわかには実現しそうにない。そこで、現在の判例の枠組の中
で環境保護を争う原告適格を拡大するために、参加権の整備が重要だと考え
る。
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(33) 2009年法改正について、交告尚史「自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する
法律」ジュリスト1386号（2009年10月日）。
⑶ 参加権の規定整備
野呂充は次のように言う。「もっとも、利益の性質や処分要件の抽象性のた
めに、原告適格が認められる者の範囲を画定することが難しい事例において
は、サテライト大阪訴訟最判の一般住民に関する判断のような頑なな態度が今
後も維持されるおそれがある。そう考えると、立法者に対し、個別法に具体的
な要件を定めるよう求めることも必要であろう
(34)
」。
個別実定法の要件規定追加といっても、その作業は膨大である。行政処分が
規定されている法律の数を推定するとなると、行政手続法（行手法）が制定さ
れた折に整備法で改正された法律の数361が思い出される。これだけの数の実
体法令の要件規定を一件ずつ洗いなおすのは相当の作業になろう。当然、地方
自治体の条例についても同じ作業をしなければならない。それよりも、これま
で各法分野でどのような法的紛争があったかを参考にして法律関係を類型化
し、それに応じて原告適格を認めるのに相応しい者に手続参加権を認める、行
手法ないし行手条例の改正を行うことで、かなり問題は解決されるのではない
だろうか。現在あるそうした手続の一つの例として、住居表示法の意見提出権
を挙げておく
(35)
。また、銅御殿訴訟の意見書で述べたように、景観保護運動団体
に景観法11条項で認められている提案権なども参考になろう。
そしてこれは、本稿ではふれないできた、行訴法条項で考慮要素とされ
る、「当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質」、「当該処分又は
裁決がその根拠となる法令に違反してされた場合に害されることとなる利益の
内容及び性質並びにこれが害される態様及び程度」の問題とも関わる。上述の
精神的利益や学術上の利益をめぐる利害状況は、民事紛争で日常的に争われて
いるそれと大きく異なる。そこで、実体権としてみるならば、「些細なこと」
と否定的に評価されやすい。そこで、これを参加権という手続的権利の侵害と
環境行政訴訟の原告適格再論
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(34) 野呂・前掲17頁。
(35) これについて、椎名「文化行政分野における住民利益の手続的保障」兼子・磯部編
『手続的行政法学の理論』勁草書房1995年。
構成することにより、まずは原告適格という入り口の論議をクリアできるので
はないか。その場合に主張制限という次の難関があることは事実であるが、こ
れは本案審理での問題として別途考えることにしたい。
もちろん、日弁連が提唱している、環境や文化財関係に関する団体訴訟制度
が実現すれば、それは画期的なことである。ただ、2010年の司法シンポジウム
の行政訴訟部会にパネリストとして参加した者としては言いにくいが、これの
実現はかなり壁が厚そうである。それは、主観訴訟というこれまでの司法の世
界の常識を部分的にではあれ崩すことにほかならないからである。
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